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米国 欧州 中国・アジア・その他 日本
1日:10月雇用統計、10月ISM製造業
景況指数
5日:9月貿易収支、10月ISM非製造
業景況指数
8日:11月ミシガン大学消費者センチメン
ト指数

5日:ユーロ圏9月生産者物価指数
(PPI)
6日:ユーロ圏9月小売売上高
7日:イングランド銀行(BOE)金融
政策決定会合、ドイツ9月鉱工業
生産
8日:ドイツ9月貿易収支

4日:インドネシア7-9月期GDP
5日:豪州金融政策決定会合
6日:タイ金融政策決定会合
7日:フィリピン7-9月期GDP、中国10
月外貨準備高
8日:中国10月貿易収支
9日:中国10月PPI・CPI

1日:9月失業率
7日:10月東京オフィス空室率
8日:9月景気先行・一致CI指数、9
月家計調査、9月毎月勤労統計

13日:10月消費者物価指数(CPI)
15日:10月小売売上高、10月鉱工業
生産
19日:10月住宅着工件数

11日:英国7-9月期GDP
13日:ユーロ圏9月鉱工業生産
15日:ユーロ圏9月貿易収支

11日:中国独身の日
14日:メキシコ金融政策決定会合、フィ
リピン金融政策決定会合、豪州10月雇
用統計、中国10月鉱工業生産・小売
売上高・固定資産投資
15日:中国10月70都市住宅価格指数
16-17日:APEC首脳会議
18日:タイ7-9月期GDP

11日:10月景気ウォッチャー、9月機
械受注、9月国際収支
14日:7-9月期GDP
18日:10月首都圏マンション発売戸
数

21日:10月景気先行指数
22日:10月製造業購買担当者景気指
数(PMI)
26日:10月新築住宅販売件数、11月
消費者信頼感指数、9月S&Pコアロジッ
ク・ケースシラー住宅価格指数
27日:10月耐久財受注、10月個人所
得・個人支出(PCE)
29日:ブラックフライデー

22日:ユーロ圏11月PMI
25日:ドイツ11月IFO企業景況感
指数
28日:ドイツ11月CPI、ユーロ圏11
月景況感調査
29日:ユーロ圏10月失業率、ユーロ
圏11月CPI

21日:インドネシア金融政策決定会合、
南アフリカ金融政策決定会合
29日:インド7-9月期GDP
30日:中国11月製造業・非製造業PMI

20日:10月貿易収支
21日:9月全産業活動指数
22日:10月全国CPI
28日:10月小売業販売額
29日:10月失業率、10月鉱工業生
産、10月住宅着工件数

（注）2019年10月28日現在。日付は現地時間。　（出所）各種報道等より三井住友DSアセットマネジメント作成

【各国・地域の経済指標、金融政策決定会合等イベントの予定（2019年11月）】

2019年10月16日 正念場を迎える 『ブレグジット』 
2019年10月15日  米中協議は『部分合意』で10月の追加関税見送りへ 

2019年10月28日 

 米中協議では、アジア太平洋経済協力（APEC）首脳会議期間中に実施されるとみられる米中首脳会談が
注目されます。10月15日の米国の追加関税引き上げ見送りにつながった「部分合意」が署名される見込みで
す。この他、12月の米追加関税引き上げの有無や、中国の知的財産権、産業政策のあり方など、より広範な
交渉の進捗に関心が集まりそうです。 

 米国やユーロ圏で金融緩和が行われている中、11月は主要新興国の多くで金融政策決定会合が予定されて
います。インフレや通貨動向が落ち着いていることもあり、引き続き幾つかの国で利下げが行われる見込みです。 

 欧州では英国の10月末の「合意なき離脱」が回避される見通しとなりましたが、離脱の時期や協定の内容をめ
ぐって英国議会とジョンソン首相の対立が続いており、総選挙になる可能性があります。11月は英国における協
議の進展に注目が集まります。 

 日本では増税後の消費動向が注目されます。駆け込み消費の反動がどの程度かが確認できるデータへの関心
が高まりそうです。 

米中部分合意で一段落、各国金融緩和の行方に注目 
2019年11月の注目イベント 

https://www.smam-jp.com/market/report/keyword/eu_africa/key191016eu.html
https://www.smam-jp.com/market/report/keyword/global/key191015gl.html
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